
地震調査研究推進本部 （本部長：文部科学大臣）

（１）経 緯

・阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、全国にわたる総合的な地震防災

対策を推進するため、地震防災対策特別措置法が議員立法によって

制定された。（平成７年７月）

・同法を基に行政施策に直結すべき地震に関する調査研究の責任体制

を明らかにし、これを政府として一元的に推進するため、政府の特別

の機関として「地震調査研究推進本部」を設置。

○地震調査研究推進本部の構成

・本部長は文部科学大臣。本部員は関係府省の事務次官等。

・本部の下に関係省庁の職員及び学識経験者から構成される

｢政策委員会｣と｢地震調査委員会｣を設置。

（２）地震調査研究推進本部の役割（地震防災対策特別措置法第7条第2項）

① 総合的かつ基本的な施策の立案 （※1）

② 関係行政機関の予算等の調整 （※2）

③ 総合的な調査観測計画の策定

④ 関係行政機関、大学等の調査結果等の収集、整理、分析及び

総合的な評価

⑤ 上記の評価に基づく広報

※1 平成21年4月に「新たな地震調査研究の推進について－地震に関

する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的

な施策－」（新総合基本施策）を策定し、平成24年9月に改定

※2 総合部会によるヒアリング・審議等を踏まえ、「地震調査研究

関連予算の概算要求について」を政策委員会において承認、本部

会議において決定。また、関係機関の政府概算要求・政府予算案

について照会及びホームページで公表

※ 地震調査研究推進本部員：内閣官房副長官、内閣府事務次官、

総務事務次官、文部科学事務次官(本部長代理)、経済産業事務次官、

国土交通事務次官

連携

・ 長期評価部会
・ 強震動評価部会
・ 津波評価部会
・ 高感度地震観測データの処理
方法の改善に関する小委員会

・ 地震活動の予測的な評価手法
検討小委員会

調査観測、研究等の実施

（独）海洋研究
開発機構

（独）海洋研究
開発機構

（独）産業技術
総合研究所

（独）産業技術
総合研究所

（独）情報通
信研究機構

（独）情報通
信研究機構

（独）防災科学
技術研究所

（独）防災科学
技術研究所

（独）消防
研究所

（独）消防
研究所

調査観測、研究等の実施

文部科学省 国土地理院 気象庁 海上保安庁

（独）海洋研究
開発機構

（独）海洋研究
開発機構

（独）産業技術
総合研究所

（独）産業技術
総合研究所

（独）情報通
信研究機構

（独）情報通信
研究機構

（独）防災科学
技術研究所

（独）防災科学
技術研究所

国立大学
法人

（独）消防
研究所

消防研究
センター

地震調査委員会政策委員会

国、地方公共団体等の防災対策

・ 総合部会

・ 調査観測計画部会

調査観測データ、研究成果新総合基本施策、調査観測計画

気象庁

地震調査研究推進本部における地震調査研究の推進

※左記（２）の役割について、政策委員会は

①～③と⑤を、地震調査委員会は④を担当
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